
は じ め に

WTO体制は，加盟国の増加に伴い交渉により合意に至ることがしだいに

困難になって来ている。一方，１９９０年代に入り世界的に自由貿易協定（FTA：

Free Trade Agreement）の締結が急速に増大している。わが国でも２００２年１１

月３０日にシンガポールとの間に最初の経済連携協定（EPA：Economic Part-

nership Agreement）が発効している。わが国では FTAの要素を含みつつ，特

定の２ヶ国間または複数国間で，地域の貿易投資の自由化・円滑化を促進し，

国境および国内の規制の撤廃・各種経済制度の調和や協力等の幅広い経済関

係の強化を目的とする EPAを締結している。わが国は，現在１２ヶ国１地域

と EPAを締結している。

このような世界的に急増している２国間や地域間の EPA・FTAにおいて

は，各国がそれぞれ協定ごとに原産地規則を独自に定めることができるため

に，多種多様な原産地規則が乱存しているのが現状である。この現象は，イ

ンドの経済学者バグワティ（Bhagwati）によりスパゲティ・ボウル現象（Spa-

ghetti bowl phenomenon）と呼ばれている(1)。

EPAにおける物品貿易において，わが国から輸出される産品が相手国税

関で EPA税率（通常の関税率よりも低い関税率）の適用を受けるためには，
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輸出産品が EPAに基づく原産資格を満たしていることを証明する「特定原

産地証明書」を取得し，輸入国での通関時に税関に提出する必要がある。

この特定原産地証明書を取得するのは，商品を輸出する企業か，または生

産者になる。そこで企業は特定原産地証明をするための原産地規則が各 EPA

で定められているので，その内容を理解し，輸出産品の原産性等を確認する

ことが重要である。

本稿では，日 ASEAN包括的経済連携協定を中心として，わが国の EPA

における原産地規則で，どのような産品を原産地として認めているのか現状

を明らかにすると同時に，企業の EPA活用の推進を図ることを目的として

いる。

さらにわが国が締結している経済連携協定ではないが，台湾と中国大陸と

の間で２０１０年６月末に署名，そして９月に発効している両岸経済協力枠組協

定で ECFA（Economic Cooperation Framework Agreement）と称されている EPA

に相当する協定についても日本企業の ECFA活用の観点から原産地基準を考

察する。この ECFAの活用については，台湾の企業基準を満たした日本系企

業が台湾で原産地基準を適用できることに注意しなければならない。台湾の

企業基準(2)では，製造業については台湾で登録された会社，信託，合資，合

弁，独資，協会（商会）などの組織であることとなっている。

Ⅰ．わが国の原産地規則と特恵待遇

わが国の原産地規則は，特恵関税付与の観点から分類すると，特恵待遇が

ある特恵原産地規則と特恵関税が付与されない非特恵原産地規則に分けられ

る。本稿では前者の特恵原産地規則を中心として考察する。

１．非特恵原産地規則

WTO発足後，WTO協定の附属書 1Aに添付されている「原産地規則に関

する協定」（Agreement on Rule of Origin）に基づき原産地規則委員会（同協
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定第９条）が構成され，関税協力理事会（CCC）との連携のもとで，１９９５年

７月より非特恵分野への適用を目的として調和のための統一ルール作成作業

が実施されてきた。作業計画（work program）は，作業開始後３年以内（同

協定第９条－２�ａ）に完了することになっていたが，期限内に完了できず，

現在も作業は継続されている。

色々な政策目的に対して，原産地規則が適用されているが，非特恵分野の

原産地規則は，特恵関税の供与以外のすべての目的，具体的には，�１数量制

限などの輸出国を特定した通商政策上の措置を実施する際の対象物品の確定，

�２貿易統計の作成，�３ある物品に原産地を表示する場合の原産地の確定等の

場合に利用されている（現行の規則は必ずしも１種類のみではなく，目的別

に内容の異なるいくつもの規則を有する国も存在する）。（第９章原産地規

則）

上記の�１�２�３の非特恵措置の適用については，より詳細には通商政策の観

点から最恵国待遇（WTO協定税率等の適用），アンチ・ダンピング税（不当

廉売関税），相殺関税，セーフガード措置，差別的な数量割当，関税割当，

輸入禁止などの目的で利用され，また国家安全保障の観点から禁輸政策など

の目的で利用され，さらに消費者保護の観点から原産地表示が利用されてい

る。その他，政府調達や貿易統計の作成の目的で利用されている。

２．特恵原産地規則

特恵待遇が付与される特恵税率は，ある特定の国・地域に対する関税率に

関する特別な待遇が与えられたものであり，ある特定の国・地域の産品に対

しては，他の国の産品に対して適用される税率よりも低い税率が適用される。

この特恵税率は２つに分類されている。１つは一般特恵（GSP）税率であ

り，もう１つは EPA特恵税率である。一般特恵（Generalized System of Pref-

erences：GSP）税率は，協定に基づかない輸入国の自発的な措置であり，政
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令で指定された開発途上国および地域の原産品が適用対象となっている。開

発途上国の輸出所得の増大，工業化，経済発展を支援することを目的として

おり，関税暫定措置法施行令第２５条－第３１条において具体的に規定されてい

る。一方，EPA特恵税率は，協定（経済連携協定）に基づいた措置であっ

て，協定締約国が相互に供与するものであり，EPA相手国の原産品が適用

対象となっている。協定締約国同士がお互いの国の製品などに対する関税を

引き下げたり，撤廃したりして，貿易等の促進を図ることを目的としている。

わが国の EPA取組み状況は，２０１１年１２月段階で，発効・署名済みが１２ヶ

国１地域となっている。具体的には２００２年１１月にシンガポール（改正２００７年

９月），２００５年４月にメキシコ，２００６年７月にマレーシア，２００７年９月にチ

リ，２００７年１１月にタイ，２００８年７月にブルネイとインドネシア，２００８年１２月

１日にアセアン（ASEAN），２００８年１２月１１日にフィリッピン，２００９年９月１

日にスイス，２００９年１０月１日にベトナム，２０１１年５月にペルー，２０１１年８月

１日にインドと日本は経済連携協定（EPA）が発効・署名済みとなっている。

上記のように，わが国とアセアン（ASEAN）の間で日 ASEAN包括的経

済連携協定が締結されている場合は，たとえば日本はマレーシアとの経済連

携協定の原産地規則も日 ASEAN包括的経済連携協定の原産地規則も活用で

きる。どちらの協定に基づく特恵税率を適用するかは輸出者（または輸入

者）の選択に委ねられることになり，企業にとって経営戦略上，差異が存在

するのか確認しなければならない。具体的には発行年を基準として関税引き

下げスケジュール（即時撤廃か一定期間後撤廃か）の状況を分析して，税率

の比較をしなければならない。したがって企業は，まず EPAを有効に活用

するために，それぞれの協定の譲許表の比較研究をすることが重要となる。

EPA税率の適用を受けるためには，原産地規則を満たさなければならな

い。この原産地規則は，原産地基準，直接積送条件，手続的規定の３つから

構成されている。EPAの原産地基準は，上記の各 EPA協定の品目ごとに微
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妙な違いがあり，企業にとっては留意する必要がある。

そこで次章以下では，原産地はどのような概念に基づいて行われるのか考

察してみたい。企業が輸出する場合，その商品が EPAの特定原産地証明で

原産品として認められるかどうかは，輸出する商品の関税が削減できるかど

うかに関係しており，企業の輸出コスト戦略上，非常に重要である。

Ⅱ．原産品の決定方法と企業の EPA活用

企業は，EPAを活用するために輸出する商品が，完全生産品か原産材料

のみから生産される産品か非原産材料を用いて生産される商品かを判断しな

ければならない。本章では日 ASEAN包括的経済連携協定における原産地規

則を中心に原産品を決定するための原産地基準を他の EPA協定と比較しな

がら考察する。

１．完全生産品

完全生産品（WO：Wholly Obtained or produced）とは，一般に１ヶ国のみ

が関与する産品，すなわちその生産が１ヶ国で完結している産品をいうと定

義されている。たとえば農水産品や鉱工業品の一次産品，屑・廃棄物やそれ

から回収される物品，完全生産品のみから生産される物品が該当する。

日・ASEAN包括的経済連携協定の原産地規則では，下記に掲げられた産

品は，締約国において完全に得られ，または生産される産品として完全生産

品を定義している（協定第２４条�ａ，第２５条）。なお各項目の後に例を示して

いる。

①当該締約国において栽培され，かつ収穫され，採取され，または採集さ

れる植物および植物性生産品（果物，花，野菜，海藻等）

②生きている動植物であって，当該締約国において生まれ，かつ生育した

もの（哺乳類，鳥類，魚，甲殻類等）

③当該締約国において生きている動物から得られる産品（卵，牛乳，羊毛等）
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④当該締約国において行われる狩猟，わなかけ，漁ろう，採集または捕獲

により得られる産品（捕獲された野生動植物等）

⑤当該締約国の土壌，水域，海底またはその下において抽出され，または

得られる鉱物その他の天然の物質（原油，石炭等）

⑥当該締約国の領水外の水域，海底またはその下から得られる産品。ただ

し当該締約国が，自国の国内法令および国際法に基づき，当該水域，海

底またはその下を開発する権利を有することを条件とする。（大陸棚か

ら採掘した原油等）

⑦当該締約国の船舶より，全締約国の領海外から得られる水産物その他の

海洋からの生産品（公海，排他的経済水域で捕獲した魚等）

⑧当該締約国の工船上において⑦に規定する産品のみから加工され，また

は生産される産品（工船上で製造した魚の干物等）

⑨当該締約国において収集される産品であって，当該締約国において本来

の目的を果たすことができず，または回復もしくは修理が不可能であり，

かつ処分，部品もしくは原材料の回収または再利用のみに適するもの

（走行が不可能な廃自動車等）

⑩当該締約国における製造もしくは加工作業（採掘，農業，建設，精製，

焼却および下水処理作業を含む）または消費から生ずる屑および廃品で

あって，処分または原材料の回収のみに適するもの（木屑，金属の削り

屑等）

⑪当該締約国において①から⑩までに規定する産品のみから得られ，また

は生産される産品（②に該当する牛を屠殺して得られた牛肉等）

わが国は，ASEAN諸国（シンガポール，マレーシア，タイ，インドネシ

ア，ブルネイ，フィリッピン，ベトナム）と経済連携協定を個別に締結して

いるが，二国間 EPAの原産地規則おける完全生産品についての定義は，日・

ASEAN包括的経済連携協定のそれと比較すると，ほぼ同じような内容に

なっている。
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２．原産材料のみから生産される産品

日・ASEAN協定では，原産材料のみから生産される産品（PE）とは，１

または２以上の締約国の原産材料のみから当該締約国において完全に生産さ

れる産品をいうと定義されている（第２４条�ｃ）。

この原産品の定義は，一次材料が締約国内の原産材料のみから生産された

産品であるが，一次材料のうち少なくとも１つは，実質的変更が加えられた

産品であることを想定している。したがって，たとえ生産が１ヶ国で完結し

ている場合でも，生産に使用される二次材料に他国製（非原産材料）が使用

されている場合は，その二次材料を使った一次材料が実質的変更を加えられ

た産品でなければならないことになる。これは生産に直接使用された一次材

料がすべて原産材料である場合，外見上は１ヶ国で生産・製造が完結してい

る完結型と考えられるが，実際には一次材料の中に生産国以外の国・地域の

二次材料（非原産材料）を使用している場合が多いことから，このような原

産品の定義が形成されたものである。

この原産品の定義については，わが国が締結しているそれぞれの EPA特

恵原産地規則において規定されている（ただし日・シンガポール協定では，

この原産材料のみから生産される産品という概念が採用されていない(3)）の

で確認しておく必要がある。これに対して前出の完全生産品は，一次材料も

二次材料もすべて締約国内の原産材料から生産される産品をいう。すなわち

完全生産品とは，一次材料，二次材料，三次材料とどこまで遡っても非原産

材料が現れないものを指している(4)。

この基準を適用する場合には，用語の解釈が重要となるので，ここにその

意味を整理しておきたい。原産材料とは生産国の材料を意味し，非原産材料

とは生産国以外の材料を意味している。また一次材料とは最終製品の製造に

直接使用される材料を意味し，二次材料とは一次材料の生産に使用される材

料を意味している。
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また後述するが，EPA締約国の原材料は，一定の条件を満たせば，その

国の原産材料として取り扱うことができる。これは累積（Accumulation）と

いわれているものである。この概念は，原産資格の観点から EPA締約国を

１つの連合体とした考えに基づいている。

３．実質的変更基準を満たす産品

実質的変更が加えられた産品とは，一次材料の少なくとも１つは非原産材

料であるものをいう。工業製品の多くがこのカテゴリーに属している。生産

するプロセスで産品（原材料）に大きな変化をもたらす加工を行った国を原

産国とする考え方は実質的変更基準と言われており，下記の３つの基準があ

る（第２４条�ｂ，第２６条）。品目ごとに協定で定められる基準にそって証明す

ることになるが，ある一定基準を満たせば原産国として認められることに

なる。

�１ 関税分類変更基準

関税分類変更基準（CTC：Change in Tariff Classification）は，すべての非

原産材料の HSコード（Harmonized Commodity Description and Cording System

「商品の名称および分類についての統一システム」）が，それらを使用して生

産される製品の HSコードと異なるものに結果的になれば，その産品を原産

品とするものである。

HSコードは，あらゆる貿易対象品目を２１の「部」（Section）に大分類し，

６桁の数字で表されている。６桁のうち，上の２桁を類（Chapter），類を含

む上４桁を項（Heading），項を含む上６桁を号（Sub-heading）という。関税

分類変更基準には下記の３つの種類があるが，HSコードが上記の類，項，

号のどの段階で変更になるのかの区別である。

① CC（Change in Chapter）または類変更

�CCは，HSコードの類（最初の２桁）で数字が変更されているどう
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かが判断基準となる。

② CTH（Change in Tariff Heading）または項変更

�CTHは，HSコードの類（最初の４桁）で数字が変更されているどう

かが判断基準となる。

③ CTSH（Change in Tariff Sub Heading）または号変更

�HSコードの類（最初の６桁）で数字が変更されているどうかが判断

基準となる。

大きな分類に相当する類の変更（CC）は加工の度合いが高く，企業にとっ

て厳しい条件となっている。一方，項の変更（CTH），さらに号の変更（CTSH）

になるほど条件的には緩やかになっており，企業としてはこの２つの判断基

準は，EPA活用という観点から有利であるといえよう。

この３つ（CC，CTH，CTSH）の判断基準を採用する場合は，まず使用原

材料が原産材料か非原産材料かを根拠資料（製造工程フロー図，生産指図書

等）を基に明確にしなければならない。非原産材料については HSコードを

確認して，加工後に結果的に産品の HSコードと異なることで条件を満たす

ことになる。

日 ASEAN包括的経済連携協定においては，第２６条で当該産品の生産に使

用されたすべての非原材料について，当該締約国において統一システムの関

税分類の変更（CTC）であって４桁番号の水準におけるもの（すなわち項の

変更：CTH）が行われた産品は締約国の原産品とされている。一方，日マレー

シア協定では６桁水準（CTSH）が原則となっている。

たとえば CTHレベルでは日本で液晶画面（HS8471.60）とハードディス

ク（HS8471.70）の部品を輸入してパソコン（HS8471.30）を製造し，輸出

する場合，CTHレベルでは同じなので，条件が CTHルールとなると関税番

号変更基準を満たさず，CTSHでなければ満たすことができないことになる。

それゆえ４桁番号水準では HS番号が変更しないために原産（日本）とする
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ことができない場合は，原産（日本）の部品を使用しなければならないこと

になる。この場合，輸出者は原産（日本）のサプライヤー証明書が必要にな

る。一方，サプライヤー証明書を発行したサプライヤーも納入部材に関する

対比表を作成しておく必要がある。

ECFAでは，中国側の減税リスト，産品特定原産地規則整理表を見ると，

関税分類変更基準が適用される品目が多く，その内訳は他の項からの変更を

求める CTHが多い。後述する付加価値基準単独は少なく，関税分類変更と

の併用制または選択制となっている。

ECFAの CTH水準により原産品認定が行われる場合の例として，「リチウ

ムイオン電池」（関税分類番号８５０７８０２０）については，日本から中国に輸出

すると１２％の関税（２００９年）がかかるが，関税分類番号８５０７以外の非原産材

料を用いたリチウムイオン電池の製造が台湾で行われる場合には，原産地特

定規則により台湾原産品として認められると，２０１１年１２月３１日までは５％，

２０１２年１月１日からは無税で中国大陸に輸出できることになる(5)。

輸出者は，サプライヤー証明書の発行依頼に関しては，サプライヤーに

とっては余分な負担（調査）を強いることになるため，サプライヤーに対し

てその趣旨を十分に理解してもらうために原産地規則等に関して丁寧な説明

を行わなければならない。また輸出する企業においては，サプライヤーとの

確実な連絡体制の構築が必要である。なぜならばサプライヤーにおいて設計

や仕入れ先の変更等があった場合は，原産性に変更を来す場合があるので，

迅速な輸出者への連絡が求められるからである。

また企業が EPAを有効に活用するためには，品目ごとに各協定を比べて，

どちらが原産地規則に関して基準を満たしやすいかを品目別規則で検討しな

ければならない。たとえば同じ ASEANとの貿易においても HS8528.12（テ

レビジョン受像機器：カラーテレビ）については日マレーシア協定では

CTSHまたは QVC（原産資格割合）４０％以上のどちらかの基準を満たせば
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よいことになっているが，日 ASEAN協定では RVC（域内原産割合）４０％

以上ということになっており，選択制になっていないという違いが存在する。

この品目では日マレーシア協定が日 ASEAN協定よりも原産地規則の基準に

関して選択の余地があり，企業にとって基準を満たしやすくなっていると言

えよう。日インド協定では付加価値基準３５％以上かつ CTSHが一般規則と

なっており（併用制），これまでに締結した EPAの中で最も厳格な基準と

なっている(6)。このように原産地規則は協定ごとに異なるので注意を要する。

�２ 加工工程基準

加工工程基準は，非原産材料に生産工程で特定の生産・加工工程（Specific

Process）を実施した場合に原産地資格を認めるものである。すなわち予め

各製品の重要な製造方法または技術的な加工方法に条件を定めて，その加工

方法が実施され，条件を満たしたことをもってその国の原産品として認定し

ている。とくに繊維製品などに用いられる基準である。特定原産地証明書に

は使用される材料・部材や工程内容を具体的に記述することになっている。

具体的な加工工程基準に関しては，日 ASEAN包括的経済連携協定の附属

書２の品目別規則を参照しなければならない。とくに注意しなければならな

い点は，二重の基準が存在することである。たとえば第１１部紡織用繊維お

よびその製品（第５０類から第６３類まで）の第５０．０７項（絹織物）において，

① CTH（第５０．０４項から第５０．０６項までの各項の非原産材料を使用する場合

には，当該非原産材料のそれぞれが１または２以上の締約国において完全に

紡績され，または浸染され，もしくは捺染される場合に限る。）または，

②産品が完全に浸染され，もしくは捺染されることおよび第５０．０７項の非原

産材料が１もしくは２以上の締約国において完全に製織されること（CTC

を必要としない。）と規定されている。

さらに日 ASEAN包括的経済連携協定の品目別規則においては，加工工程
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について，２つの注釈が付いている。

まず第一に，第１１部注釈（第５０類から第６３類まで）の注釈１で，第５０類か

ら第５５類までの各類および第６０類の適用上，浸染し，または捺染する工程に

ついては，以下の２以上の作業を伴わなければならないと規定し，次の作業

を指定している。�１抗菌防臭加工，�２防融加工，�３防蚊加工，�４抗ピル加工，

�５帯電防止加工，�６しわ加工，�７漂白，�８ブラッシング，�９バフ加工，�１０抜

蝕加工，�１１カレンダ仕上げ，�１２圧縮収縮仕上げ，�１３防しわ加工，�１４蒸じゅう，

デカタイジング，�１５消臭加工，�１６イージーケア加工，�１７エンボス加工，�１８エ

メリ加工，�１９難燃加工，�２０植毛，フロック加工，電着加工，�２１発泡なせん，

�２２液体アンモニア加工，�２３マーセライズ加工，�２４制菌加工，�２５縮じゅう，

�２６モアレ仕上げ，�２７透湿防水加工，�２８はつ油加工，�２９オーガンジ加工，�３０減

量加工，�３１芳香加工，�３２リラックス処理，�３３リップル加工，�３４シュライナ加

工，�３５せん毛，シャリング，�３６防縮加工，�３７ソイルガード加工（SG加工），

�３８ソイルリリース加工（SR加工），�３９ストレッチ加工，�４０防ダニ加工，�４１UV

カット加工，�４２ウォッシュ・アンド・ウェア加工（W&W加工），�４３吸水加

工，�４４防水加工，�４５はっ水加工，�４６ウェットデカタイジング，�４７防風加工，

�４８針布起毛

第二に，注釈２で第６１類から第６３類までの各類の産品が原産品であるか否

かを決定するに当たり，当該産品について適用される規則は，当該産品の関

税分類を決定する構成部分についてのみ適用されるものとし，当該構成部分

は，当該産品に係る規則に定める CTCに基づく規則を満たさなければなら

ないと規定されている。

�３ 付加価値基準

日 ASEAN協定では，域内原産割合（RVC）の数値に基づき原産品判定を

行うのが付加価値基準であり，域内原産割合基準とも呼ばれている。
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このように付加価値基準は，製造工程で加工された結果，産品に付加され

た価値（付加価値）が特定の比率以上になる場合に，原産品と認めるもので

ある。ここでいう付加価値は，全体の産品の価額のうち非原産材料価額を除

いた価額（原産材料，労務費，間接費，利益，その他）を示している。一般

には付加価値は，企業などの生産者が生産活動によって生み出した生産額か

ら，その生産者が購入した原材料などの中間投入物を差し引いたものを意味

しており，原産地規則で規定されている付加価値基準でいう付加価値の概念

とは異なっていることに注意しなければならない。

日 ASEAN協定では，付加価値基準に関して，表１に定める計算式を用

いて算定する当該産品の域内原産割合（RVC）が４０％以上の産品であって，

生産の最終工程が当該締約国において行われたものを締約国の原産品として

いる（第２６条第１項 a）。この場合の４０％という数値は，計算式で求められ

た RVCであり，付加価値基準の閾値（一定の基準値）を示している。

日 ASEAN協定の域内原産割合の計算式（表１）で，FOBとは産品の本船

渡しの価額（生産者から外国に向けた最終的な積込みを行う港または場所ま

で輸送するために要する運賃を含む）を意味している。これに対して日スイ

ス協定では EXW（工場渡し価格）を採用している点が異なっている。

商品取引価額に関して，EXWは商品そのものの価額に梱包経費をプラス

し，引き渡す倉庫までの国内運送費，事務所経費をさらにプラスして決定さ

れるものである。一方，FOBは輸出地に停泊中の本船に積込むまでの価額

であり，したがって売主が輸出通関手続きを行うので，輸出通関などに必要

な諸経費や商品の積込みに必要な費用（通関諸掛，積込費用）がかかる。さ

らに輸出業者自身が輸出に際して負担する諸経費（通信費，銀行借入の際な

どの金利，管理諸費用など）がプラスされ，最後に輸出者利益が上乗せされ

る。このような輸出品の価格の建て方の違いは，域内原産割合の計算式にも

反映されることになり，商品取引価額として FOBを採用する場合は，EXW
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より大きくなることに注意しなければならない。

また日 ASEAN協定の域内原産割合の計算式（表１）で，VNMとは，産

品の生産において使用されるすべての非原産材料の価額を意味している。こ

の非原産材料の価額に関して，わが国ではとくに非原産材料は輸入される場

合が多く，その場合には輸入地までの運賃，保険料を売主が負担する取引が

一般的であり，FOB価額に運賃・保険料をプラスした CIF価額が用いられ

ている。国内で非原産材料を仕入れる時はその取引価額となるが，外国から

非原産材料を輸入する時は FOB価額ではなく，CIF価額で原則的に計算さ

れることになっている。

日スイス協定では，VNMの用語の意味が異なっていることに注意を要す

る。ここでいう VNMとは産品の生産に使用された非原産材料の最大の価額

を示している。また原産資格割合も VNMと表示され，当該非原産材料の価

額を当該産品の EXW（工場渡し価額）により除した割合により，百分率で

表１ 付加価値基準に関する主要 EPAの比較

ECFA 日チリ 日スイス 日マレーシア 日 ASEAN

域 内 原 産
割合の名称

RVC
（域内原産割合）

QVC
（原産資格割合）

VNM＊＊

（原産資格割合）
QVC

（原産資格割合）
RVC

（域内原産割合）

産品全体
の 価 額

FOB価格 FOB価格 EXW価格 FOB価格 FOB価格

域内原産
割 合 を
求める式

FOB－VNM
FOB

×１００
（控除方式）

TV－VNM
TV

×１００
（控除方式）
または
VOM

TV
×１００
（積上げ方式）

VNM＊

EXW
×１００
（積上げ方式）

FOB－VNM
FOB

×１００
（控除方式）

FOB－VNM
FOB

×１００
（控除方式）

＊印の付いた VNMは，他の協定の VNMと異なり，産品の生産に使用された非原産材料の最大の
価額を意味しており，＊＊印は上限の閾値（しきいち）を示している。
（出所）各協定書に基づき筆者作成
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表わされている。たとえば品目別規則に分類されている８５４１．１０～８５４１．６０の

品目（電気機器およびその部分品ならびに録音機，音声再生機ならびにテレ

ビジョンの映像および音声の記録用または再生用の機器ならびにこれらの部

分品および付属品）VNM６０％と表示されており，VNM６０％とは VNMが産

品の EXW価額の６０％を超えないことを示している。日スイス協定の VNM

が非原産材料の最大の価額を示していることから，他の協定に比べて付加価

値基準の閾値が高めの数値になっている。

日 ASEAN協定を始めとしてどの協定も，実際の具体的な締約国の原産品

の認定については，品目別規則で分類されている。たとえば８５４２．１０の品目

（集積回路を自蔵するカード）については RVC４０％以上または CTHと記載

されており，付加価値基準もしくは関税分類変更基準のどちらかを満たせば

よいこと（選択制）になっている。

日 ASEAN協定を始めとしてほとんどの他の協定の域内原産割合の計算式

は，商品取引価額から非原材料価額を差し引いて RVC（域内原産割合）を

求める控除方式がとられている。控除方式の場合は，非原産材料単価の算出

根拠資料として帳簿，伝票，インボイス，契約書，請求書等が必要となる。

一方，日チリ協定では，控除方式のほかに積上げ方式を採用しており，い

ずれかの計算式により QVC（原産資格割合）を算出してもよいと規定され

ている。積上げ方式は，原産材料価額や労務費，製造経費，利益などのコス

トを積み上げていくものである。積上げ方式の場合は，積上げるべき原産材

料単価，生産コスト等の算出根拠資料として帳簿，伝票，インボイス，契約

書，請求書，支払記録等が必要となる。この積上げられたコストは閾値を超

えなければならない。VOMとは産品の生産において生産者が使用したすべ

ての原産材料の価額である。たとえば日チリ協定の品目別規則で分類されて

いる８２０５．９０－８２０７．１３の品目（卑金属製の工具，道具，刃物，スプーンおよ

びフォークならびにこれらの部分品）については，原産資格割合が４５％以上
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（控除方式を用いる場合）もしくは３０％以上（積上げ方式を用いる場合）と

規定されている。なお控除方式および積上げ方式に用いられる計算式で，TV

とは産品の取引価額であって FOB価額に調整されたものを示している。

控除方式または積上げ方式のどちらかを採用する場合には，原産材料と非

原産材料の点数や価格を比較して，どちらの方が計算が簡便かや，当該価額

を立証する根拠資料の数がどの程度かなどを考慮しなければならない。この

場合，材料単価は各企業の採用する会計基準に基づいて算出される。

また ECFAについては，製品貿易におけるアーリー・ハーベスト（先行実

施品目）製品に適用される臨時原産地規則第６条において，表１に記載され

ている域内原産割合の公式に基づいて計算されることになっている。臨時原

産地規則を具体的に定めた産品特定原産地規則によれば，付加価値基準は品

目別に見ると４０％が多く，その他４５％，５０％となっている。

ECFAの域内原産割合基準（表１）により原産品認定が行われた場合の例

として，「機動車両用の分類品目のないその他の部品・付属品」（関税分類番

号８７０８９９９９）については，日本から中国に輸出すると１０％の関税（２００９年）

がかかるが，CTH水準の関税分類変更，すなわち８７０８以外の非原産材料を

用いた当該部品・付属品の製造が台湾で行われ，かつ５０％以上の RVCの基

準値を満たした場合には，原産地特定規則により台湾原産品として認められ，

２０１１年１２月３１日までは５％，２０１２年１月１日からは無税で中国大陸に輸出で

きることになる(7)。

ただ付加価値基準については，為替変動，材料コスト，労賃等の変化に応

じて原産性が変化する可能性があり，貿易活動の予見可能性を確保し難いな

どの問題点が存在する。それゆえ企業において付加価値基準を採用するに当

たっては，控除方式を採用する場合，定期的に閾値を下回らないように担当

部署（原産地証明担当部門）で確認する作業が求められる。担当部門におい

ては，製造に使用したすべての材料・部品，単価および原産・非原産の区別，
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ならびにコストおよび利益を記載した原産資格割合を示す計算ワークシート

を作成し，数字の妥当性を資料によって検証する必要がある。その際に原

産・非原産を特定した総部品表，製造工程フロー図，生産指図書，製品在庫

（蔵入蔵出）記録，各材料・部品の投入記録等を十分にチェックすることが

重要である。

このように原産（日本）の証明取得には複雑な事務作業が必要であり，

EPAにより撤廃・削減された関税を企業が積極的に適用していくには，部

品や材料の原産地管理システムを整備することが求められる。とくに中小企

業においては専門的な人材を確保し難い状況にあり，原産地管理システムの

構築も急務となっている。この点については日本政府の中小企業支援が必要

であり，各税関に相談センターを設けるなどの対策が求められる。

また企業が EPAを有効に活用するためには，品目ごとに各協定を比べて，

どちらが原産地規則に関して基準を満たしやすいかを品目別規則で検討しな

ければならない。たとえば同じ ASEANとの貿易においても HS8703（乗用

自動車その他の自動車）については日 ASEAN協定では RVC４０％以上となっ

ているが，日マレーシア協定では QVC６０％以上となって異なっている。こ

の品目では日 ASEAN協定が日マレーシア協定よりも企業にとって基準を満

たしやすくなっている。このように原産地規則は協定ごとに異なるので注意

を要する。

４．実質的変更基準の例外

実質的変更基準の例外として，累積，僅少の非原産材料，原産地資格を与

えることにならない作業がある。

�１ 累 積

日 ASEAN協定の累積の規定によると，締約国の原産材料であって，他の

締約国において産品を生産するために使用されたものについては，当該産品
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を完成させるための作業または加工が行われた当該他の締約国の原産材料と

みなすとされている。（第２９条）この日 ASEAN協定の原産地規則における

累積では，この原産地規則の下での原産品であることが必要である。すなわ

ち累積の規定の対象となるのは，他の締約国の原産品のみである。

累積には２つのパターンがある。①モノの累積と呼ばれる考え方で，相手

国の原産品を，自国の原産材料と見なすものである，②生産行為の累積と呼

ばれる考え方で，相手国で行った生産という行為は，自国で行った生産と見

なすものである。

わが国はシンガポール，マレーシア，タイなどの２国間でも EPAを締結

しているが，さらに日 ASEAN協定を締結するメリットは，この累積の効果

を享受できることにある。企業にとっては，ASEANで生産に使用される日

本産の原材料を ASEAN産と認めてもらえるというメリットがある。

ただしこの累積の適用に当たっては，上述したように原材料が他の締約国

の原産品と認められなければ，累積の規定は適用されない。たとえば最終産

品を生産するために複数の国から原材料が輸入される場合に，まずそれぞれ

の輸入される原材料について非原産材料かどうかの確認を FOB価額に対す

る付加価値の割合から原材料ごとに判断しなければならない。各原材料に係

る品目別規則上，付加価値４０％以上の品目の場合は，付加価値基準が４０％以

上あれば原産品と認められる。一方，付加価値４０％未満の原材料は原産品と

して認められない。したがって最終産品の生産に付加価値４０％未満の非原産

材料を使用する場合は，表１に掲載されている原産資格割合を求める式に当

てはめて RVCを計算し，その結果 RVCについて４０％以上（付加価値基準）

なければ最終産品は日 ASEAN協定上の原産品とは認められないことになる。

企業の EPA活用という観点から述べれば，付加価値基準以上であれば他

の締約国の部品，原材料は輸出国の原産と認められる。すなわち累積規定に

より，１つの EPAに参加する国が増加するほど，輸出国の原産となる製品
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の範囲が拡大することになる。これは各企業のサプライチェーン・マネジメ

ント（Supply Chain Management）の構築に影響を与えている(8)。

�２ 僅少の非原産材料

この僅少の非原産材料という考え方は，原産地基準が関税分類変更基準で

あった場合には，非原産材料のすべてが関税分類変更基準を満たしていなけ

ればならないが，一部の僅かな非原産材料だけが基準を満たしていなかった

場合，そのようなごく僅かな部分のために，原産品としての資格を得られな

いというのは厳しすぎるという判断から当該僅かな部分を原産品の決定に当

たり考慮しなくてもよいとしたものである。

日 ASEAN協定では，僅少の非原産材料について�１統一システムの第１６類，

第１９類，第２０類，第２２類，第２３類，第２８類から第４９類までの各類および第６４

類から第９７類までの各類に分類される産品については，当該産品の生産に使

用された非原産材料（必要な CTCが行われていないものに限る）の総額が

当該産品の FOBの１０％以下の場合，�２統一システムの第１８類および第２１類

に分類される特定の産品については，当該産品の生産に使用された非原産材

料（必要な CTCが行われていないものに限る）の総額が，附属書２に定め

られているとおり，当該産品の FOBの１０％または７％以下の場合，�３統一

システムの第５０類から第６３類までの各類に分類される産品については，当該

産品の生産に使用された非原産材料（必要な CTCが行われていないものに

限る）の総重量が当該産品の総重量の１０％以下の場合と規定されている。

もっとも僅少の非原産材料について，非原産材料の価額は，産品に適用可能

な RVCに基づく原産地規則においては，非原産材料の価額に含めることに

なっている（第２８条）。

このように一部の非原産材料に関して，関税分類変更基準を満たさない場

合でも，第２８条第１項および附属書２（品目別規則）に定める特定割合を超
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えなければ，無視してもよいことになっている。この特定割合については，

上述したように品目ごとに異なり，当該産品の FOB価額に対する割合と当

該産品の総重量に対する割合のどちらかの方法が採用されている。

この僅少の非原産材料については，呼称が協定によって別の表現が使用さ

れていることがある。たとえば日スイス協定の原産地規則では許容限度と表

現されている（第６条）。

なお企業が EPAを活用する際に，僅少の非原産材料を適用し原産品と認

められる産品に対する原産地証明書には，原産地証明書の第８欄（Origin

criteria）に DMI（De Minimisデミニマス）と記載されなければならないこ

とに注意しなければならない。

�３ 原産地資格を与えることにならない作業

原産地資格を与えることにならない作業とは，産品について下記の作業が

行われることのみを理由として，CTCまたは特定の製造もしくは加工作業

の要件をみたすものにならないものである（第３０条）。

上述の原産地資格を与えることにならない作業とは，具体的に�１輸送また

は保管の間に産品を良好な状態に保管することを確保する作業（乾燥，冷凍，

塩水漬け等）その他これに類する作業，�２改装および仕分，�３組み立てられ

たものを分解する作業，�４瓶，ケースおよび箱に詰めることその他の単純な

包装作業，�５統一システムの解釈に関する通則２�ａの規定に従って一の産品

として分類される部品および構成品の収集，�６物品を単にセットにする作業，

�７�１から�６までの作業の組合せと定められている。

Ⅲ．直接積送条件

この直接積送条件とは，輸出産品の運送途上で原産品としての資格を喪失

していないかどうかを具体的に判断するための条件のことである。すなわち
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日本と締約国間を一定条件の下に経由しない場合には原産資格を失うことに

なる。

日 ASEAN協定では，関税上の特恵待遇は原産地規則に規定する要件を満

たし，かつ輸出締約国から輸入締約国へ直接積送される原産品に対して与え

ることになっている（第３１条）。輸出締約国から輸入締約国へ直接積送され

るものと見なされる原産品は，�１輸出締約国から輸入締約国へ直接積送され

る産品，�２１もしくは２以上の締約国（輸出締約国および輸入締約国を除

く）または第三国を経由して輸送される産品で，ただし当該産品について積

替えまたは一時蔵置，積卸しおよび当該産品を良好な状態に保存するために

必要なその他の作業以外の作業が行われていない場合に限られている。

企業が EPAを活用するに当たって上記�２の場合で他の締約国または第三

国で，積替えまたは一時蔵置，積卸しおよび当該産品を良好な状態に保存す

るために必要なその他の作業が行われた時は，通し船荷証券の写しまたは第

三国の税関等が提供する証明書（運送要件証明書）その他の情報であって，

当該第三国で積卸しや保存のための作業等以外が行われていないことを証明

するものが輸入国税関で要求されることに留意しなければならない。ただし

課税価格の総額が２０万円以下の貨物については上記の証明書の提出を免除さ

れている。

したがって原産品としての資格を喪失する場合は，他の締約国または第三

国で�１加工・製造を行ったり，�２保税地域以外で作業などが行われたり，

�３作業などが行われる際に税関当局の監督下にない場合が該当する。

Ⅳ．原産地証明書の発給と認定輸出者自己証明問題

特定原産地証明は，日 ASEAN協定では政府証明を採用している。すなわ

ち輸出締約国の権限のある政府当局は，輸出者または権限を与えられたその

代理人によって行われる書面による申請に基づき原産地証明書を発給すると
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規定されている（附属書４，第２規則）。

さらに輸出締約国の権限のある政府当局は，自国の関係法令により与えら

れた権限に基づき，原産地証明書の発給を行う他の団体（指定団体）を指定

することができると規定されている。このような政府当局が原産地証明書を

発給する制度は第三者証明制度と言われており，多くの国がこの公的証明を

採用している。

ECFAにおいても物品貿易アーリー・ハーベスト産品に適用される臨時原

産地規則の行政手順の第２条において，「一方を原産とする貨物が輸入側に

輸入される際，特恵関税待遇を得られるようにするため，輸出側の発給機関

が原産地証明書を発行しなければならない」と規定されている。ECFAでは

特恵関税待遇を得るための証明書は，原産地証明書という表現が使われてお

り，日本で発給される特定原産地証明書と同じものを意味している。中国で

は原産地証明書の発給については，上記の通り輸出側の発給機関が原産地証

明書を発給することになっている。

一方，輸出者が自社で発行する制度も導入されてきており，認定輸出者自

己証明制度と言われている。この認定輸出者自己証明制度の導入（日・スイ

ス協定）は，わが国では原産地証明書として日本会議所が発給するものに加

えて，認定を受けた輸出者が自ら作成できるので，証明書発行の度の手数料

が削減でき，手間を省き，リードタイムを短縮できる。

この認定輸出者自己証明制度は，EUが締結している EPAでは広く普及し

ている制度であり，今後ヨーロッパ諸国との EPAの締結により導入が促進

していくことが予想される。企業としては認定輸出者の資格を取得すること

が，EPAを活用する際の前提条件となるものと考えられる。

お わ り に

EPAにおける物品貿易において，わが国から輸出される産品が相手国税
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関で EPA税率（通常の関税率よりも低い関税率）の適用を受けるためには，

輸出産品が EPAに基づく原産資格を満たしていることを証明する「特定原

産地証明書」を取得し，輸入国での通関時に税関に提出する必要がある。そ

こで企業は特定原産地証明をするための原産地規則が各 EPAで定められて

いるので，その内容を日 ASEAN包括的経済連携協定を中心に他の EPA協

定と比較しながら考察した。

今後，わが国企業は東アジアにおけるサプライチェーン（SCM）の効率

化に EPAを活用していかなければならない。しかしながら部品調達やグロー

バル・サプライチェーンが進展する中で，考察の結果，各 EPAの原産地規

則に若干の差があることが明らかとなった。

わが国とアセアン（ASEAN）の間で日 ASEAN包括的経済連携協定が締

結されている場合は，わが国はタイやインドネシア，マレーシア等との経済

連携協定の原産地規則も日 ASEAN包括的経済連携協定の原産地規則も活用

できる。どの協定に基づく特恵税率を適用するかは輸出者（または輸入者）

の選択に委ねられることになり，企業にとって経営戦略上，差異の有無を確

認し，違いがあればその内容を比較検討することが重要であり，その上で関

税削減を利用したグローバル・サプライチェーンの効率化・再構築を図る必

要がある。

とくに原産品の決定方法については，各 EPAの関税分類変更基準および

付加価値基準の適用に関して選択制の有無などの差が存在していた。すなわ

ち基準の違いやその適用の仕方により輸出国企業が生産した同一物品の原産

地が仕向国によって異なるといった状況が生まれる。

そこでこういった状況の中で，企業が EPAを有効に活用するためには，

品目ごとに各 EPA協定を丹念に比較して，どれが原産地規則に関して基準

を満たしやすいかを品目別規則で検討しなければならない。基準を満たすこ

とができなければ，企業は EPAごとに特定国の原産地認定を得るために，
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非原産材料の代わりに無理に割高な原産品を使用するとか，あるいは特別な

工程を追加する必要に迫られるなどコストアップ要因が存在することを認識

しておかなければならない。

また原産の証明取得（特定原産地証明書）には複雑な事務作業が必要であ

り，EPAにより撤廃・削減された関税を企業が積極的に適用していくには，

社内に ITを活用した部品や材料の原産地管理システムを構築・整備してい

くことが求められる。

さらに ECFAも２０１０年１２月２７日に臨時原産地規則を具体化・実用化させる

原産地特定規則および規則関連行政手続が交付され，スケジュール通りに

２０１１年１月１日から物品貿易におけるアーリー・ハーベストの実施が行われ

ている。ECFAの原産地基準を考察した結果，日本から輸出して台湾で製造

して ECFAを活用し，原産資格を得て特恵税率で中国に輸出する方が日本か

ら中国に直接輸出するよりも品目にもよるが有利であることが分かっている。

台湾政府も日本に対して中国と ECFAを締結したことにより，中国に進出し

やすいことを強調している。今後，日本企業が ECFAを活用するために，日

本・台湾間の企業連携等の動きが活発化していくものと考えられる。

最後に特定原産地証明書に関して日本会議所が発給するものに加えて，認

定を受けた輸出者が自ら作成できる認定輸出者自己証明制度の導入の促進が

手続きの迅速化の観点から急務となっている。
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